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ローソン・キャロル　長谷川堅司　菅原直美：論説

アブストラクト

本稿では、2024 年 5 月 17 日に成立した民法等の一
部を改正する法律により 2026 年から導入される、過去
に離婚が成立した親にも親権を再検討する権利を与える
共同親権制度を踏まえ、ドメスティック・バイオレンス

（DV）1 被害者保護のための日本の取り組みの妥当性に
ついて考察する。現在の単独親権制度は、特に日本が
2014 年にハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側
面に関する条約）を批准して以来、世界的に激しい批判
を集めてきた。これらの批判は、日本の子どもとの接触
を失った欧米の父親たちによるメディアへの情報提供も
あって形成されてきた。しかし、虐待を行う配偶者から
逃れてきた日本の女性 DV 被害者の立場については、
あまり注目されてこなかった。シングルマザーであるこ
とは貧困やスティグマが伴う（厚生労働省、2022 年）。
それにも関わらず、彼女たちにとって、配偶者との接触
を断ち切ることができることは、単独親権制度がもたら
す恩恵として捉えられてきたのだ。
「単独親権制度」の実質的な保護を失う可能性に直面

している女性 DV 被害者や子どもたちを保護するため
に、日本の刑事司法と家族法制度はどのように対応すれ
ばよいのだろうか。日本では限定的とは言え、2001 年
以来、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関
する法律に基づく「保護命令」が実施されており、改正
民法の規定では DV の可能性がある場合には共同親権
が認められないきっかけとなりうる。しかし、これで十
分なのだろうか。

オーストラリアでは、1995 年の連邦政府の家族法改
正法（Family Law Reform Act）により、離婚後の親
権は平等に分担されるという推定が確立されてから 30
年が経過した。DV の証拠によって親権の分有を支持す
る推定は否定され、保護命令の一種である「Appre-
hended Domestic Violence Order」（ADVO）も比
較的に安易に発行される。しかし、この 30 年にわたり、

オーストラリアの DV 被害者を保護するための法的手
段は拡大および多様化を見せた。この背景には、DV の
本質に対する社会の理解が大きく進展したことがある。

本稿は、配偶者からの虐待を「強制的支配」(coercive 
control)（1980 年代初頭にミネソタ州ダルースで「権
力と支配の車輪」モデルを通して定義された用語） 2 あ
るいは「インティメート・テロリズム」として捉え直す
現代の言説を反映している。それらの虐待には、身体的
な暴力行為だけでなく、経済的、心理的および性的虐待
を含む複数の手段が一般に含まれる。本稿では、日本の
刑事司法における「反撃」する DV 被害者のための限
定された抗弁の施策を描いてから、オーストラリア法に
おける当被害者のための各種の部分的抗弁および完全的
抗弁である正当防衛の原則を調整したり拡大したりする
試みを紹介する。最も注目すべきは、DV 被害者が、常
に存在する予測不可能な脅威をもたらす虐待配偶者の強
制的支配下にあり、そのため、配偶者から離れることが
できない場合、正当防衛に関するこれらの改革は「緊迫
性」のある脅威の要件を緩和したことである。また、
GPS による電子監視、DV 被害者への有給休暇付与お
よび DV 専門裁判所の設置についても簡単に紹介する。
これらの取り組みは、DV 被害者保護に有効であると考
えられている。

コロナ禍において、DV の災禍は「沈黙の」あるいは
「影の」パンデミックとして広く認識されていた（UN 
Women、2021 年）。これに対して、適切な法的対応
を行うために、日本は独自の道を切り開かなければなら
ない。これまでに実施された保護措置が暫定的で控えめ
なものであったことを考えれば、2026 年に施行される
親権制度の劇的な変更を前に、新たな取り組みが必要な
いと主張するのは難しいだろう。

１　初めに

ドメスティック・バイオレンス（DV）は、新たな問
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題でもなければ、特定の地域特有の問題でもない。紀元
前 550 年頃に書かれた旧約聖書の『サムエル記』でさ
え、類似の事例を記録している（サムエル記下 13 章）。
しかし多くの地域において、政府が DV の規制および
撲滅に取り組み始めたのは比較的最近のことである。過
去何世紀もの間、英国および日本における被害者は、主
として家族のもとに避難したり宗教施設に聖域を求めた
りして、生命や身体への危険から逃れてきた（Berry、
2022 年； 佐藤、2020 年）。草の根の社会運動が女性の
市民的および政治的権利を推進して法改正へとつながっ
たのは、欧米では 1970 年代初頭、日本では 1980 年代
後半になってからである。1979 年に女性差別撤廃条約

（CEDAW）が採択され、その定めるところの実現に両
国政府が迅速に取り組んだことも、これら社会運動の活
性化を促した（Tsunoda、1995 年；Department of 
Prime Minister and Cabinet Office for Women、
2024 年）。

オーストラリアにおいては、まず被害者への物理的な
避難場所提供が進められた。1974 年に最初のシェルタ
ーがシドニー市内に設立され、今ではオーストラリア全
土 800 か所に広がっている 3。日本においては、1980
年代後半のセクシュアルハラスメント問題に対する市民
運動が、DV 問題への取り組みの始まりであったと考え
られている（Tsunoda、1995 年；Kamata、2018 年）。
そのわずか数年後、ある女性弁護士は「日本では家庭内
暴力に対する社会的、法的理解の両面で大きな変化が起
きていると感じる」と記した（Tsunoda、1995 年）4。

日本では、2001 年に「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律」が成立し、加害者は被害者
に接近しないように保護命令が制定された 5。 しかし、
約 2,500 件の発令をピークにその利用は 2014 年以降、
減少する一方である。日本の人口が約 1 億 2,500 万人
となった 2022 年には、配偶者からの暴力に関する相談
が 12 万 2,000 件以上あったにも関わらず（内閣府男女
共同参画局、2023 年）、差止命令はわずか 1,165 件し
か発令されなかった（男女共同参画局、2024 年 6 月、
1-II 第 5 分野第 6 図）。一方、ニューサウスウェールズ
州では、1983 年から DV 事案に対して保護命令が発令
されていたが、2007 年に犯罪（家庭内暴力および個人
的暴力）法により、これらの命令は「Apprehended 
Domestic Violence Order」（ADVO）として特別に
制定された。DV 被害者にとって、実際に ADVO を取
得することは特に難しいとは言えない。同州の人口はわ
ずか 800 万人であるが、2024 年後半には 10 万人以上
の ADVO が発令されていた（NSW Bureau of Crime 

and Statistics Research、2024 年）。
2024 年現在では、DV は欧米および日本の両地域で

多面的に理解が進み、身体的暴力は多くの場合に強制的
支配というより大きな現象の一端に過ぎないのだと認識
されている（Macdonald et al.、 2024 年；全国女性シ
ェルターネット、発行年不明）。啓発活動、被害者保護
やシェルター、医療、雇用、法律、育児および金融サー
ビスへのアクセスを支援するための実践的および法的措
置も、両地域で拡大された。これらの措置の中には、教
育キャンペーンの開催や相談センター、公的および民間
シェルターの設置、データ収集および統計分析、学術研
究、政策報告の急増のほか、被害者から加害者を引き離
すことを目的とした様々な接近禁止命令が含まれる

（Cabinet Office Gender Equality Bureau、2016 年 ; 
Department of Prime Minister and Cabinet Office 
for Women、2024 年）。

ニューサウスウェールズ州では、連邦政府の試みに倣
って、家庭内および家族内暴力に関する 5 年間の公式
計画があり、予防と回復のための様々な施策が盛り込ま
れている（NSW Department of Communities and 
Justice、2022 年；National Plan to End Violence 
Against Women and Children 2022-2032、2022
年）。その一環として、DV 被害者には様々な経済的支
援を受ける資格が付与されている（NSW Department 
of Communities and Justice Victims Services、発行
年不明）。

日本では、第 5 次男女共同参画基本計画に「女性に
対するあらゆる暴力の根絶」（内閣府男女共同参画局、
2020 年）という項目がある。コロナ禍で DV 被害が急
増したため、欧米での事例も参考に被害者のための相談
窓口が強化された。新たに実施された「DV 相談プラ
ス」サービスは、24 時間対応の DV ホットラインであ
る。電話だけでなく、メールや SNS を通じて 10 言語
で対応しており、対面およびオンラインでの面談も可能
で、被害者のシェルターへの紹介も行っている（内閣府
男女共同参画局、2021 年 4 月 13 日）。

とはいえ、日本における DV 被害者保護は比較的限
られた範囲で保守的に実施されるに留まっている。その
理由は日本において DV は以下の 3 点で「見えない」
状態にあると言われる。第一に女性被害者が声をあげた
り、話を聞いてもらったりすることが難しいこと、第二
に日本の深刻な男女不平等が被害者の相対的無力感を強
めていること、第三に日本の公的福祉制度が形骸化し、
DV 被害者に対応する専門家が少ないために、被害者が
DV 被 害 か ら 立 ち 直 る こ と が 難 し い こ と で あ る
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（Honda & Ogawa、2021 年）。
しかし現在、オーストラリアおよび日本の両国におい

て DV の報告件数は増加している。被害実態調査や殺
人事件統計が比較対象として最も有用なデータと広く見
なされているところ、2024 年 3 月に内閣府男女共同参
画局は、2022 年後半に実施された男女間における暴力
に関する調査（被害実態調査）の回答者 1,838 人のう
ち、既婚者の 25.1％が配偶者からの暴力を経験してい
たと報告した。これには、身体的、心理的、経済的およ
び性的暴力が含まれる（内閣府男女共同参画局、2024
年）。なお、2021 年に同様の調査が行われた際には
22.5% が配偶者からの暴力を経験したと回答している

（内閣府男女共同参画局、2021 年 3 月）。一方、オース
トラリアでは「Counting Dead Women」イニシアティブ
を含むいくつかの市民団体が、現在または以前のパートナ
ーによる DV が原因で死亡したとされる女性の非公式統
計調査を 10 年以上にわたって行ってきたが、被害者の
死亡率急増を受け、連邦政府は独自のパートナー殺人ダ
ッシュボードも設置した（Roberts、2024 年）6 。
離婚後の共同親権容認との関連性

このような DV 事案の報告数増加を背景に、日本で
は 2026 年から離婚後の共同親権が導入されることとな
った 7。その背景に 1980 年児童の権利に関するハーグ
条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）
がある。その 9 条 3 項には次のように規定されてい
る：締約国は、児童の最善の利益に反する場合を除くほ
か、父母の一方又は双方から分離されている児童が定期
的に父母のいずれとも人的な関係及び直接の接触を維持
する権利を尊重する。特に日本が 2014 年に同条約を署
および批准して以来、今までの単独親権制度は、時代遅
れかつ非人道的で、子どもの利益に悖るとして、長い間
国際的な厳しい批判された。国外では、最善を尽くして
も日本にいる子どもとの接触を絶たれるに至った欧米の
親（ 特 に 父 親 ） の 苦 境 が、「Left Behind Parents 
Japan」 等のアドボカシー団体の活動を通じてメディア
に注目されるようになり、同情を集めた（Buerk、
2011 年；Sturmer & Asada、2020 年；Katanuma、
2023 年；Oaten & Asada、2023 年）。

2024 年 5 月、参議院で民法 819 条の改正が可決さ
れた。この規定は現在、離婚する両親のどちらが今後

「親権者」になるかを決めるよう定めている。離婚が合
意に達しないという比較的稀な事案では、家庭裁判所が
介入する。第二次世界大戦後、裁判所は通常、母親が主
たる養育者であることを根拠に、子供の最善の利益は

「通常の居住地」に留まることであると解釈し、母親に

親権を与えてきた（Broinowski、2024 年）。
日本では年間 20 万人以上の子どもが離婚の影響を受

けている（内閣府男女共同参画局、2021 年 12 月 14
日）。ひとり親家庭に関する政府の統計によれば、離婚
した母親と生活する子どもの 70% および離婚した父親
と生活する子どもの 50% 近くが、親権を持たない親と
の接触を失っている（厚生労働省、2022 年、5 項）。
親権を獲得できなかった親の立場を支持する人々は、単
独親権制度は子どもの成長と発達に悪影響を及ぼし、片
親疎外による心理的悪影響（「片親疎外症」）や貧困を助
長 す る と 主 張 し て き た（NHK、2024 年；Oaten & 
Asada、2024 年；Katanuma、2023 年；Kizuna 
Child-Parent Reunion、2022 年）。 

しかし、離婚する女性や子どもを代表する団体は、こ
のような問題があるにも関わらず、単独親権制度は日本
の女性 DV 被害者にとって非常に効果的な避難の仕組
みとして機能してきたと指摘している。なぜなら、虐待
を行う配偶者との接触を永久に断つことができるため、
女性や子どもたちは安心して生活を再建することができ
るという否定できない利点があるからだ。しばしば見落
とされがちであるが、これが日本において単独親権が望
ましいとされる内的論理である。共同親権の門戸を開く
ことで、虐待配偶者との継続的な関係を余儀なくされ、
女性被害者は肉体的、心理的、経済的に消耗していくお
それがある。

改正民法第 819 条は、その施行前に離婚が成立した
親にも親権の問題を再検討する権利を与えるため、広範
な影響が予想される。そこで、共同親権がもたらす女性
DV 被害者や子どもへの継続的なリスクに対処するため
の立法努力がなされている。具体的には、家庭裁判所が

「親権」紛争を判断する際に、心理的・経済的暴力を含
む児童虐待や DV の可能性を考慮するよう定める規定
が第 7 項に新設された（高見、2024 年）。

しかし、DV 問題に取り組む人々はこれらの改正につ
いて不十分であるとの認識を示している。彼らは、日本
の既存の DV 保護は範囲が限られているだけでなく、
実際には有効性が低いことも多いと指摘する。2001 年
に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する
法律」が成立して以来、このような批判は常に寄せられ
てきた（Yoshihama、2002 年 a；全国女性シェルタ
ーネット、2020 年）。NPO 法人全国女性シェルターネ
ットの北仲千里代表は、2024 年にオーテンと浅田によ
るインタビューにおいて、この状況を次のように語って
いる： 「被害者は逃げるしかありません。　... 裁判所が
接近禁止命令を出すのは、よほどひどい場合だけです。
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加害者を罰することは基本的にありません。DV 裁判所
は機能していません。」

この冷厳たる現実は、いかなる法域においても法規範
は真空状態で機能しているのではないという事実を浮き
彫りにしている。むしろ、それぞれがより大きな全体の
一部であり、その内部論理に従って機能しているのであ
る。したがって、どれほど熱心であっても外国の法体系
の一要素だけを相手国の司法に移植しようとすることは
リスクを伴う（Aronson、2021 年）。それは共同親権
についても例外ではない。日本の共同親権制度より選択
肢 の 少 な い 平 等 分 担 親 権（equal shared parental 
responsibility）原則が 1995 年に連邦政府の家族法

（1975 年）の改定によって確立しているオーストラリ
アでさえ、DV が疑われる事例において、子どもの最善
の利益にかなう判断がなされていないとの批判がしばし
ば起こる（Davoren、2024 年）8。

圧力団体や外部のコメンテーターは、日本が 1989 年
に採択された子どもの権利条約に基づいて共同親権を導
入する義務を負っていることや、G7 の中で日本だけが
いまだに共同親権を除外していることをしばしば指摘す
る。しかし、日本が女性の社会的地位については G7 加
盟国の中で異常値であり続けているという事実には、ほ
とんど注意が払われていない。この女性の社会的地位の
低さが、女性 DV 被害者の生存と生活再建をいまだに
危うくしている 3 つの「不可視性」を導いている

（Honda & Ogawa、2021 年）。実際、ほとんどの G7
諸国は男女平等の点で非常に高いランクにあるが、日本
は 146 カ 国 中 118 位 と 最 下 位 層 に 甘 ん じ て い る

（Kyodo News、2024 年）。高いレベルの男女平等を享
受している他の G7 諸国にとっては、単独親権から共同
親権への移行は、女性 DV 被害者や子どもたちの従来
の唯一の逃げ道を妨害するものではなかったであろう。

本稿では、共同親権命令施行の実績をもつオーストラ
リアをはじめとする欧米諸国で実施されている 4 つの
DV 規制の枠組みを紹介する。それらの枠組みは、日本
ではまだほとんど議論されていない。その 4 つの枠組
みとは、「反撃」によって加害者を負傷または殺害した
DV 被害者の刑法上の処遇に特化した法改正、DV 加害
者を監視し、被害者への接近を防止するための GPS 追
跡による電子監視の導入、 DV 被害者が複雑な後遺症に
対処するための年間最大 10 日間の有給休暇付与、「ワ
ンストップショップ」としてすべての保護命令やその他
の刑事訴訟、損害賠償を求める民事訴訟、関係破綻後の
財産や監護権の命令を求める家族法の申請などを引き受
ける DV 専門裁判所の設置である。

まず、反撃に出た DV 被害者の抗弁に関する日本の
法理の狭さを検討する。その上でオーストラリアにおい
て、DV 被害者の反撃について従来の刑法上の抗弁では
不十分であるとの認識が数十年前に生まれた歴史的経緯
に目を向ける。 なお、オーストラリアでは各州が異なる
法改正を行っているところ、本稿ではいくつかの州にお
ける革新的な事例を紹介した上で、日本の刑法および刑
事訴訟法への含意を考察する。

尚、オーストラリアはイギリス連邦の伝統を受け継ぐ
コモンローの法域であるのに対して、日本はシビルロー
およびコモンローの両要素を併せ持つハイブリットな法
域である。ゆえに、犯罪行為の訴追および処罰について
両法域には多くの理論的および手続き的相違が存在する。
本稿は両国の法制度の違いを軽視するものではなく、共
通の課題に焦点を当てている。すなわち、DV 被害者が

「反撃」によって加害者を障害または殺害した場合に、
従来の刑事法上の抗弁が目的に適うかどうかという課題
である。DV 被害者が直面する困難なジレンマをどのよ
うに法律に反映できるかということが、本稿での中心的
な問題となる。著名な DV 被害者であり、2015 年の

「オーストラリアン・オブ・ザ・イヤー」に輝いた人物
で、同国における DV 問題への取り組みを 10 年間リー
ドしてきたロージー・バティ氏（詳細は後述を参照のこ
と）は、以下のように発言している。バティ氏は DV
について、その実情をよりよく反映した別の言葉で考え
る必要があると主張し、具体的には「テロリズム」と呼
称することを勧めている：
「家庭内」や「家族」といった単語を用いると、無意

識のうちに暴力が矮小化される。例えば、「テロリズム」
という言葉を聞けば、私たちは瞬時により厳しい検討を
加えるようになるだろう（Cantrell、2024 年）。

この用語の転換は重要である。それは法学界において、
DV 被害者の置かれた状況についての分析的枠組みに欠
かせない概念である「social entrapment（ソーシャル
エントラップメント）」という用語とも一致している。

「テロリスト」は恐怖を利用して他者を支配する。被害
者は囚われの身であり、全体主義体制の下で生きる捕虜
のような立場にある（Sheehy et al.、2014 年、701
項）。この点を踏まえると、DV に分類される様々な形
態の「暴力」そのものは、被害者と加害者の関係の本質
ではないことがわかる。それらは単に恐怖を生み出し、
支配を達成するために使われる拷問の道具に過ぎない。
当然ながら、このテロリズム的行為は私的空間で行われ
るため、外部からは認識不能な場合も多い。そこで、こ
のような暴力が対人関係の内部にあることを示すために、
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「インティメート」という言葉が付け加えられるだろう。
つまり、DV 加害者は「インティメート・テロリスト」
なのである。

従来の刑法理論では、暴行の被害者が報復し加害者を
障害または殺害した場合について、男性同士の暴力を念
頭に理論が展開されてきた。つまり、怒りや嫉妬にから
れた健常な男性同士の一次的に発生する暴力の応酬が想
定されているのだ。従来の法理論を支えるこの暗黙の想
定は、「酒場の喧嘩」シナリオと言われる（Easteal、
2010 年、1 項）。このような想定下では、被害者の行
為が緊迫性のある身体的脅威に対する合理的かつ適切な
反応であり、被害者が物理的に他の人に助けを求めたり
逃げたりすることができなかったとの確信がない場合に
は、反撃した被害者を許すべきではないと考えられてき
た。そこで、例えば殴打が何回、どのような強度および
間隔で何分間行われたかといった暴力の定量化により、
それぞれの身体的暴力の程度を測定することが、刑事責
任を判断する正しい解法であると考えられている。

しかし、上記の刑法理論では、反撃に出た DV 被害
者の刑事責任を適切に評価することはできないだろう。
なぜなら、強制的支配に置かれている DV 被害者が反
撃する状況というのは「酒場の喧嘩」シナリオとは異な
るからである。通常は人質としてテロリストの拷問を受
けているような状況に近いと考えられる（Barlow、
2024 年）。つまり、DV 被害者および加害者は対等な
関係にないのである。

反撃に出る DV 被害者は一般に体が加害者より小さ
くて弱く、一方で加害者の強さをよく認識している。ゆ
えに、男性同士の争いのように力において対等であろう
とすることは非合理的であり、むしろ生命の危険につな
がる可能性が高いと理解している。そのため、パートナ
ーが眠っている、酔っぱらって気を失っている、または
背中を向けているときなど、「酒場の喧嘩」という場面
を前提にすれば、肉体的な脅威が差し迫っていない非対
立的であると思われる状況で反撃に出る。または、加害
者を確かに止めるために武器を使ったり、他人の助けを
借りたりすることもあるだろう。さらに、加害者が被害
者の反撃を誘発していたとしても、それは被害者個人に
対する直接的な暴力ではなく、普段の暴力形態とは異な
った不穏な変化やエスカレーションであることもある。
例えば、ペットへの拷問や、被害者の子どもや友人、家
族に性的暴行を加えるまたは殺すといった脅迫である。
従来の刑法理論に基づけば、緊迫性のある脅威がないと
して、このような反撃行為は不釣り合いで不合理だと認
定されるかもしれない。しかし、DV 被害者が直接的な

身体的攻撃がないにも関わらず反撃に出た場合に、一概
に脅威がなかったということはできない。DV 被害者は
常に警戒し過敏な状態で生活しており、いつでも加害者
から攻撃されるかもしれないという命にかかわる脅威に
常に直面しているのだ（Easteal、2010 年）。

さらに DV 被害者は、身体的にはいつでも逃げるこ
とができるにも関わらず、助けを求めたり、逃げようと
したりすることはなかったケースが多い。俯瞰的に見れ
ば、このような行動には一貫性がなく、不可解で非論理
的な惰性を示しているようにも見えうる。暴力の被害者
に通常想定される反応と対比すると、このような反応は
加害者と被害者の関係性に疑問を投げかけるだろう。し
かし、多くの場合、DV 被害者は加害者の心理的支配下
にあり、家族や友人、当局に苦痛を訴えることができな
い。加害者が様々な「暴力」によって支配した結果とし
て恐怖と羞恥心を植え付けられ、DV 被害者が何十年も
の間、その苦しみを他人に話せないことも珍しくないの
だ（Easteal、2010 年）。

従って、法律そのものが示す前提条件と被害者に期待
する対応にこそ疑問を投げかけるべきなのである。オー
ストラリアだけでなく、英国、ニュージーランド、カナ
ダ、スコットランド、米国、ドイツなど欧米諸国の専門
家はまさにこの問題、つまり DV 被害者が受ける強制
的支配と「social entrapment」について、立法および
司法における理解深化と DV 被害者の反撃行為につい
ての刑事責任評価への影響に注目している（Tyson et 
al.、2024 年 a; Tyson et al.、2024 年 b）。第 2 節お
よび第 3 節では、日本とオーストラリアの司法制度が
このような実情にどのように対応してきたかを検討する。

２　日本におけるＤＶ被害者による反撃の現状

２－１　現行法にはＤＶ被害者の反撃について明確な規
定がないこと

日本の現行法上、ＤＶの被害者がその加害者に対して
反撃を行った事案に対応する明確な規定はない。

他方で、日本の裁判員裁判で利用されている裁判所作
成の量刑検索システムには、「量刑上の考慮要素」に関
する項目がある。同量刑検索システムにおいては、「被
害者の落ち度」に関する項目があること、「男女関係

（ＤＶを除く）」等の検索項目があることから、日本の裁
判において「ＤＶの事実」を類型的に量刑上考慮してい
る傾向が読み取れる。

そのため、ＤＶ被害者がその加害者に反撃したことで
被疑者・被告人となった場合、本人及び弁護人は以下の
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ような法的主張を行うことになる。
（ⅰ）正当防衛（過剰防衛等）（刑法 36 条）

　加害者からのＤＶは被害者の生命や身体に対する侵
害行為であり、ＤＶ被害者の反撃はやむを得ない防衛行
為であると主張し、ＤＶ被害者が行った反撃行為の違法
性が阻却ないし減少されると主張する。

（ⅱ）責任能力（刑法 39 条）
　加害者のＤＶによる支配によって被害者は心身喪失

ないし耗弱の状態で反撃を行ったと主張し、ＤＶ被害者
による反撃行為は責任能力が否定ないし限定されると主
張する。

（ⅲ）期待可能性（刑法 38 条１項）
　加害者のＤＶによる支配下にいるＤＶ被害者にとっ

ては自ら反撃をする以外の選択肢を取ることは難しく、
反撃行為以外の適法行為を選択する期待可能性が否定さ
れるないし乏しかったと主張する。

（ⅳ）被害者側の落ち度
加害者自身がＤＶを行っていた事実をＤＶ加害者の要

保護性が減少する事情としての被害者側の落ち度として
考慮すべきと主張する。

（ⅴ）動機・経緯
被害者がＤＶ被害を受けていた事実を、反撃行為以外

の適法行為を選択する期待可能性が乏しく責任非難の程
度が減少する事情としての動機・経緯に酌むべき事情が
あると主張する。
弁護活動における抗弁の用途
（ⅰ）・（ⅳ）はＤＶ被害者の反撃行為に違法性が無い

こと、違法性が減少したことを主張するものである。他
方で、（ⅱ）・（ⅲ）・（ⅴ）はＤＶ被害者の反撃行為に有
責性が無いこと、有責性が減少することを主張するもの
である。弁護人としては、事案によっては（ⅰ）ないし

（ⅲ）を根拠に、違法性または有責性が無いとして、無
罪を求めることもあれば、（ⅳ）・（ⅴ）を根拠に、違法
性または有責性が減少したとして、被告人の犯情が比較
的軽微であることを求めることもあり得る。なお、これ
らの主張はそれぞれを排斥するものではなく、事案によ
ってはこれらの主張を複合的に行うこともあり得る。

２－２　裁判例からみる現状
ＤＶ被害者による反撃（ないし他者加害）が裁判例で

どのように考慮されているのか、ここからは具体的な裁
判例を挙げて検討する。ここで挙げる裁判例は、最高裁
判所のホームページ上で提供されている『裁判例検索シ
ステム』、株式会社 LIC が提供する『判例秘書』、現代
人文社が発行する『季刊刑事弁護』から筆者らが収集し

た。
（ⅰ）正当防衛（過剰防衛）（刑法 36 条）
（イ）正当防衛は否定されたが精神状態が一定程度考慮
された裁判例

夫から身体的・精神的ＤＶを受け離婚後も内縁関係を
継続していたＤＶ被害者（妻）が、事件直前に元夫から
ナイフで切りつけられる等の暴行を受け、ＤＶが一旦収
まった際に元夫の殺害を決意し実行した殺人事案（神戸
地裁平 15.4.24）では、正当防衛は否定されたが「被告
人は、被害者から家庭内で暴力を振るわれ、腰椎骨折等
の重傷を負わされたことや、女性関係を巡る疑惑等もあ
り、被害者との関係で苦悩してきた事情がうかがわれ、
責任能力に疑問を生じる程ではないとはいえ、相当不安
定な精神状態にあったことが推認でき、この点が、本件
犯行に影響を及ぼした可能性も考えられる。」として量
刑上考慮された（求刑は懲役６年、判決は懲役３年）。

（ロ）過剰防衛が認められた裁判例
名古屋地裁は女性 DV 被害者たる被告人に対し、刑

法 36 条 2 項の過剰防衛を認めた（名古屋地裁平成 7 年
7 月 11 日、判例時報 1539 号 143 頁）。本件被告人は、
配偶者の暴行により多数の骨折を経験するなど、DV を
7 年間受け続けていた。裁判所はこのような事情を違法
性および責任の程度を評価する際に考慮した。事件発生
当日、配偶者は被告人をゴルフクラブで数時間殴り続け
た。彼が酩酊し目を閉じて横たわったところ、被告人は
彼の首をペティナイフで刺して殺害した。被告人の当該
行為は「やむを得ずにした」とは認められないとして、
裁判所は 36 条 1 項の正当防衛成立を否定した。しかし、
本件犯行時に彼がうつ伏せで受動的な姿勢であったにも
関わらず、裁判所は被告人に対する「急迫不正の侵害」
の存在を認め、過剰防衛（36 条 2 項）を認めた。注目
すべきは、被告人は殺人罪で有罪判決を受けたものの、
服 役 す る こ と な く 直 ち に 釈 放 さ れ た こ と で あ る

（Tsunoda、1995 年）。
次男から日常的にＤＶを受けていたＤＶ被害者（父

親）が、次男から暴力・暴言を受けて逃げようとしたと
ころ「殺してやる」と言われ、自己を防衛する意思で次
男の首を絞めて殺害した殺人事案（季刊刑事弁護 No. 
31 Autumn 2002 特集ケーススタディ０１）において、
原審（千葉地裁）はＤＶ被害者が次男の背中に馬乗りに
なった時点で「急迫不正の侵害行為」は終了したと判示
したが、控訴審では次男の攻撃能力や日常的なＤＶなど
具体的な事情を考慮し「短い時間のうちに生じた一連の
出来事」として「急迫不正の侵害行為」を肯定し過剰防
衛を認めた（原審の求刑は懲役６年、控訴審の判決は懲
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役３年６月）。
（ii）責任能力が否定された裁判例（刑法 39 条）

PTSD により希死念慮を伴う抑うつ状態にあったＤ
Ｖ被害者（母親）が、心中しようと当時６歳の実子を紐
で絞め殺した殺人事案（静岡地裁平 22.10.21）では、
元夫から暴力や暴言を受け離婚したが、その後も実子の
面会等で元夫との関係が続く中でＤＶを受け続け、元夫
から逃げ出すため無理心中を決意したＤＶ被害者に対し
て精神鑑定が実施され、「PTSD、フラッシュバック、
それに引き続く抑うつ状態という精神状態の質的変化が
なければ、本件は発生しなかったもので、被告人のもと
もとの人格に基づく判断のみによって犯したものである
ということもできない。そうすると、被告人は、本件犯
行当時、心神耗弱の状態にあったが、心神喪失の状態に
はなかったことが明らかである。」と心神耗弱が認めら
れた（求刑は懲役 10 年、判決は懲役３年執行猶予５年
保護観察付）。

（iii）期待可能性が乏しかったと認められた裁判例（刑
法 38 条１項）

実子の家庭内での暴言や暴力に耐えていたＤＶ被害者
（父親）が、自己に初めて暴力が振るわれたことを契機
に次男を包丁で刺すなど攻撃を続けた殺人未遂事案（那
覇地裁令 1.5.24）では、「被告人が、ほかにおよそ採り
得る手段がないほどの極限的な状況に置かれていたとま
ではいえ」ないが「かつて支援を求めた公的機関等にお
いて実効的な助言が得られなかった経験から、第三者に
は相談できないと考えて、我慢を続けていた。とりわけ
本件犯行の半年ないし１年前頃から、十分に睡眠を取る
ことができない状況に陥っていたようであり、冷静な判
断をすることが難しい精神状態になるまで追い詰められ
ていた様子」が考慮された（求刑は懲役７年、判決は懲
役３年執行猶予５年保護観察付）。

（iv）被害者側の落ち度として考慮された裁判例
交際相手から執拗な暴言や束縛・夫殺害のほのめかし

を受けたＤＶ被害者（女性）が、交際相手を殺害しよう
と包丁で刺した殺人未遂事案（名古屋地裁令 4.6.30）
では、誤想防衛が否定されて責任能力が認められ、弁護
人らが主張したパートナー・アビューズによるＤＶ被害
者の精神状態についても「（一般に、弁護人の指摘する
ようなパートナー・アビューズによる被害者の現状等が
あるとしても）本件の被告人については、警察や周囲の
者に相談ができない状況にあったというのではなく、周
囲の者に相談をしたり警察に助けを求めたりする機会が
あったにもかかわらず、そのような手段を試みようとも
せず」として考慮しなかった。他方、交際相手からのＤ

Ｖは「以前から、元夫の殺害を示唆するようなものを含
む発言を継続的に行い、自身との間の約束を破ったとし
て被告人に激高する等の態度を示し、特に、本件当日に
は被告人の子供たちに対する殺害予告のような発言まで
したことで、被告人に、実際に自分や子供たちが殺され
てしまうかもしれないと恐怖させたことによる。被告人
が本件犯行に至った経緯には、被害者（なお原文は A
と呼称している）の落ち度もかなり大きいといえ、この
点は、相当程度被告人のために考慮すべきである。」と
して被害者側の落ち度として考慮された（求刑は懲役５
年、判決は懲役３年執行猶予４年）。

（v）犯行に至る経緯として考慮された裁判例
内縁の夫から暴力等の日常的なＤＶを受けていたＤＶ

被害者（内縁の妻）が、知人らに依頼して内縁の夫を計
画的に殺害した殺人事案（広島地裁令 4.1.31）では、

「10 年以上にわたり、被害者から日常的に暴力等を受け、
次第に、被害者を殺してほしい、被害者にいなくなって
ほしいなどと思うようになって殺意が生じたものであり、
被害者からのＤＶが本件犯行の背景にあると認められ
る。」「被害者のＤＶから逃れる手段としては、親族の助
けも借りながら公的機関等に相談するなど犯罪以外の方
法で適切に対処することが客観的には可能であったので
あり、そのような行動に出ることなく、かけがえのない
生命を奪う殺人という手段を選択したことは、到底許さ
れるものではない。もっとも、ＤＶを受けている当事者
にとってその状況から抜け出すのは必ずしも容易でない。
ＤＶ被害を受け続ける中で、被告人が自分さえ我慢すれ
ばいいとの考えに至ったことについて同情できる部分も
ある。」として犯行に至る経緯の中で一定程度考慮され
た（求刑は懲役 18 年、判決は懲役 14 年）。

酔ってＤＶを繰り返す夫に心中を持ち掛け、「いいよ、
お前とやったら死ねる」と言われて夫の首を絞めた殺人
事案（奈良地裁平 22.12.13）では、同意殺が否定され
たうえで「被告人は、飲酒した被害者から毎日のように
暴言を浴びせられたり、しばしば暴力を振るわれたり、
性交渉を強いられたりしたほか、飲酒酩酊した被害者が
自宅内で所構わずする大小便等の後始末をさせられるな
ど、30 年近くもの間、被害者の常軌を逸した酒癖の悪
さや言動に、二人の娘と共に苦しめられ続けてきたので
あり、被告人が、結果的に誰からも助けを得られないま
ま、被告人自身思い悩み続けていたという経緯から、娘
らのことも考えて衝動的に本件犯行に及んだということ
からすれば、本件は単なる自己中心的犯行とはいい難く、
この点は被告人にとって大きく酌むべき点といえる。」
として犯行に至る経緯として多少考慮された（求刑は懲
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役７年、判決は懲役６年）。
また、ＤＶ加害者である夫を実子 2 名と共謀し首を

絞めて殺害しようとした殺人未遂事案（広島地裁平
21.12.4）においては、ＤＶ被害者（妻）に正当防衛等
は認められず、責任能力・期待可能性も認められた上で、

「本件においては、犯行に至る経緯ないしその動機を考
慮すべきである。すなわち、被告人は、上記のとおり、
被害者による家庭内暴力等の酷い仕打ちに悩まされ続け
てきたものであり、自殺を試みたが未遂に終わり、最後
には逃げ場もなく、被害者を殺すしかないと考えてその
殺害を決意し、犯行に及んだものである。確かに、この
ような経緯や動機があるからといって、被害者を殺害し
ようとした被告人らの行為は、何ら正当化されるもので
はない。しかしながら、被告人らが、被害者の尋常なら
ざる暴力等によって次第に追い詰められ、犯行に至った
その経緯については、深い同情を禁じ得ない。この点は
量刑を考える上で重視すべき事情と考える。」として、
ある程度考慮された（求刑は懲役５年、判決は懲役３年
執行猶予３年）。

さらに、妻から長年ＤＶを受けていた夫が、妻の「私
を殺して刑務所に行きなさい」という発言を真に受けて
妻の首を絞めた殺人事案（東京地裁立川支部令 4.3.4）
では、嘱託殺人が否定されたうえで「被告人は、被害者
にとっての不手際により日々叱責を受けて精神的に追い
込まれ、犯行当日も不手際により被害者から叱責され、
打開策が浮かばず、心理的視野狭窄に陥り、現状から逃
れ、現状を打破するためには被害者を殺害するしかない
と考え、犯行に及んだものと認められる。」として一般
情状でＤＶ被害者の心理状態が考慮された（求刑は懲役
10 年、判決は懲役７年）。

３　オーストラリアにおけるＤＶ被害者による反撃
の現状

オーストラリアの各州は 1980 年代初頭から、DV を
規制する法律を次々と制定し始めた。ニューサウスウェ
ールズ州首相は、1981 年初めに DV タスクフォースを
結成した。その中間報告で DV タスクフォースは、警
察、刑事司法、福祉、住宅の各分野にわたる 187 の法
律や政策の改革を提言し、その中には先住民や移民のコ
ミュニティーに特化したものも含まれていた。オースト
ラリアで DV を犯罪として具体的に取り上げた最初の
立法規定は、1982 年 11 月に行われたニューサウスウ
エ ー ル ズ 州 の 1900 年 犯 罪 法 の 改 正 で あ っ た

（Lansdowne、1985 年）9。
反撃に出た DV 被害者が直面する特殊な状況につい

て、学術界や市民社会の関心が急速に高まった。例えば、
ジャーナリストおよび弁護士として UNSW ロースク
ールが運営する法律扶助クリニックに関わる、後に判事
となった研究者によって、加害者を殺害した DV 被害
者 に つ い て の 小 規 模 な 実 証 的 研 究 が 執 筆 さ れ た

（Bacon & Lansdowne、1982 年）。
比較研究分野でも、この問題に対する取り組みが見ら

れた。例えば、1991 年 1 月に政府の研究機関であるオ
ーストラリア犯罪学研究所で開催された『女性と法』会
議で、パトリシア・イースティール教授は、オーストラ
リアで高まる DV 被害者への関心を、米国で生まれた
刑事弁護戦略と結びつけた：

1979 年 以 来、 被 虐 待 女 性 症 候 群（Battered 
Wife Syndrome；BWS）は、米国では何百もの
事件で提起されてきた ...[ その根拠は ] 多くの場合
... 女性は単に男性と同じように自分を守ることが
できず、さらに具体的には、長期間にわたって虐待
を受けながら生活する中で、合理的な行動選択がで
きなくなるというものであった（Easteal、1991
年、37 項）10 。

オーストラリアでは、1991 年から州最高裁判所で被
虐待女性症候群について専門家が作成した証拠を率先し
て採用し始め、日本の最高裁判所に当たるオーストラリ
ア高等裁判所は 1998 年に Osland v R （1998） 197 
CLR 316 で同様の証拠を採用した。本件はオーストラ
リア高等裁判所において、正当防衛の立証や刑の減免の
ために被虐待女性症候群に関する証拠提出が認められた
最初の事件であった。

しかしこの方法は、DV 被害者の行動を病理学的に説
明するものであるため、批判も大きかった。裁判では、
被害者は耐え難い状況を踏まえて理性的に行動している
人間としてではなく、欠陥のある異常な人間として描か
れた（Stubbs & Tolmie、1998 年）。被虐待女性症候
群の考え方の中心である「学習性無力感」の概念も、
DV 被害者が反撃したときには妥当しないとされた

（Douglas、2012 年）。

３－１　現行法
オーストラリアでの調査によれば、DV 被害者が加害

者に反撃して殺害した場合でも、殺人罪で起訴されるの
が一般的である。そのため DV 被害者は、裁判で殺人
罪を争って有罪になるリスクを冒すか、それとも司法取
引に応じて傷害致死罪を認めるかという大きなジレンマ
に直面する。これは、たとえ DV 被害者が正当防衛で
あったという説得力のある証拠を提出できたとしても起
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こりうることである（Tyson et al.、2017 年）。とい
うのも、オーストラリア各州では殺人罪の最低刑が定め
られていることが珍しくなく、場合によっては終身刑が
義務付けられているからだ。DV 被害者の反撃事案に対
して殺人罪を課すことがそもそも過大であることは論を
待たないが、この司法取引の圧力は、裁判を経ることな
く有罪判決を勝ち取る道を検察に与えている。

2010 年から 2020 年の間に、オーストラリアにおい
て DV 被害者が加害者の命を奪った 69 件の事例のうち、
その 90％において DV 被害者が当初殺人罪で起訴され、
そのうちの 48％において過失致死罪を認めている

（Nash & Dioso-Villa、2023 年、8 項 ）。 こ の た め、
殺人罪で起訴された DV 被害者が裁判を経ずに過失致
死罪で有罪判決を受けるのが、オーストラリアでは最も
一般的な法的結果となった。

2001 年以降、オーストラリアの 8 つの州と準州のい
ずれにおいても、この状況を改善するために何らかの立
法的試みを行なっている。重大な刑事責任を問われる
DV 被害者の視点に立ったこれらの広範な政策と立法は、
他の英米法圏諸国やドイツでも取り入れられ、あるいは
検討されている（Dyson et al.、2024 年 a；Dyson et 
al.、2024 年 b；Centre for Women’s Justice、2023
年；Nash & Dioso-Villa、2022 年；Linklaters、
2016 年）。

オーストラリアにおいて、DV 被害者による反撃行為
についての抗弁の充実を図る過去 25 年の試みは、全体
的な傾向としては部分的な法的抗弁の提供から離れてい
る。むしろ、各州は完全抗弁である正当防衛の簡易版を
より利用しやすくする法案を可決する傾向にある。

（i）正当防衛
ニューサウスウェールズ州の法律を例にとると、

1900 年刑法 148 条は、正当防衛のために行動した者
は刑事責任を負わないと定めている。本条文は、自分自
身または他人を守るため、不法な自由の剥奪を防止また
は停止するため、財産を保護するため、または不法侵入
を防止するために必要な行為であると本人が信じる場合
に認められる。加えて、正当防衛に相当する行為は権利
侵害が発生した時点で、当人が認識している状況に対し
て合理的と見なされる範囲内でなければならない。正当
防衛の典型的な例は、口喧嘩をしていて一方が拳を振り
上げた場合である。これに対して殴られるかもしれない
と恐れ、拳を振り上げた相手を突き飛ばした場合、正当
防衛が認められる可能性がある。

ニューサウスウェールズ州では 2 つの要素から正当
防衛成立の検討を行う。第一に裁判所は、犯罪時の被告

人の個人的特徴を習慣的基準（subjective test）に照ら
して検討する。例えば、裁判所は被告人の年齢、身長、
体重、性別、精神状態、健康状態および酒に酔っていた
かどうかなどを考慮する。これは、被告人の行為がその
状況において必要であったかどうかを評価するためだ。
第二に裁判所は、行為の合理性（reasonableness）と
比例性（proportionality）に関する検討に移る。その
中で、裁判所は被告人の行為を評価し、その行為は被告
人が実際に直面していた脅威に比例して合理的であった
かどうかを判断する。例えば、もし何者かに殴られた場
合に、その相手を刺傷することは一般的に合理的とはみ
なされない。

DV 被害者が正当防衛の成立を主張する場合、蓋然性
の衡量に基づいて（on the balance of probabilities）
正当防衛を立証するのみで足りる。他の刑法上の問題は
全て、「合理的疑いを超えて」（beyond a reasonable 
doubt）立証されなければならない。そして、いったん
被告人がこの抗弁作戦をとれば、検察側が犯罪成立の立
証責任（burden of proof）を負うこととなる。

脅威の急迫性に関する改正
オーストラリアではそういった被害者の置かれている

典型的な状況の理解が普及し、DV 被害者が加害者を殺
害した場合、「脅威の急迫性」よりも「行為の必要性」
を立証することが求められると指摘されている（Guz & 
McMahon、2015 年、1 項）。急迫性について、コモ
ンローにのみ依拠してきた州ではその要件が徐々に緩和
された。ＤＶと無関係の 1987 年のオーストラリア高等
裁判所判例 Zecevic v DPP （1987） 162 CLR 645 は
決定的な大幅に簡略化する役割を果たした：

問われるのは極めて単純なことだ。それは、被告
人が合理的な根拠に基づいて、自らの行為が正当防
衛のために必要だと信じていたか否かである。もし
被告人がその行為が必要だと信じており、そのよう
に信じることに合理的な根拠があった場合、または
陪審がこの問題について合理的な疑念を抱いた場合、
被告人には無罪判決が言い渡される（Zecevic、
1987 年、661 項）。

正当防衛を主張するための慣習法上の要件と長らくさ
れてきた「脅威の急迫性」は、DV 被害者が正当防衛を
主張する際の障壁となってきた。しかし、2 つの州がこ
の要件をまったく削除する決定を下した。ビクトリア州
は 2005 年に 1958 年刑法を初めて改正し、その中に急
迫性の特別規定（9AH条）を追加して、家庭内暴力を
含む事件では典型的な急迫性がないからといって、必ず
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しも被告人が自分の行為が必要であり、合理的な理由に
基づくものであると信じていなかったとは限らないとす
る判例を支持した。

2014 年、ビクトリア州はさらに 322M 条を追加し、
正当防衛のために取る行動は必要かつ合理的でなければ
ならないが、差し迫った危害への対応である必要はない
と強調した。同じく新たに追加された 322N 条はまた、
ビクトリア州コモンローにおける正当防衛の原則を廃止
した。そのため、たとえ認識された危害が差し迫ったも
のでなくとも、正当防衛は合理的または正当だと認定さ
れうる。

西オーストラリア州では 2008 年に立法府が正当防衛
の成立要件を再構成し、刑法 248 条に簡素化して家庭
内虐待のサバイバーにとって問題となっていた 2 つの
要件を削除した。その 2 つの要件とは、暴行の存在と、
その暴行によって被害者が死亡または重傷の恐れを抱い
たことである。長期にわたる暴力関係において脅威は継
続的なものであるため、急迫性を要件とすることは妥当
性を欠くとして上記改正が実施された。この改正によっ
て正当防衛の範囲が拡大され、脅威の急迫性に関わりな
く正当防衛が認められるようになった。
証拠に関する改正

重大な犯罪で起訴された DV 被害者が正当防衛をよ
り主張しやすくする方法として、DV 被害者の社会的現
実（主観的な social reality）や DV が被害者個人に与
えた影響に関する証拠を採用することは、被虐待女性症
候群の証拠を採用するよりも望ましいことが次第に明ら
かになってきた。オーストラリアの 4 つの州では新た
な規定において、裁判所に DV 証拠の妥当性に関する
指針を与えた。それは、たとえ危害の脅威が差し迫って
おらず、また対応が比例的でなかったとしても、反撃が
必要であり合理的であると DV 被害者が信じるに至り
うることを主張できるというものだった。

上記関連規定はビクトリア州 1958 年刑法 322J 条 1
項、クイーンズランド州 1977 年証拠法 103CA 条ない
し 103CD 条、西オーストラリア州 1906 年証拠 38 条、
および 1929 年証拠法（南オーストラリア州）34W 条
である。これらの規定は、家庭内暴力に関する様々な社
会的背景（客観的な social context）および DV 被害
者と加害者の関係性をともに証拠として認めている。ま
た両者の関係性については、加害者による暴力やそれが
DV 被害者に与えた累積的影響および DV 被害者が加
害者と別れようとした場合に起こりうる被害も包含され
る。

また、ビクトリア州、西オーストラリア州および南オ

ーストラリア州の 3 州では、DV 被害者が反撃した事
案において正当防衛主張の道筋を示すものとして、陪審
に家族内暴力の性質に関する情報を提供することが義務
付けられている。関連規定は、2015 年陪審指示法（ビ
クトリア州）59 条ないし 60 条、1906 年証拠法（西オ
ーストラリア州）39C 条、39E 条および 39F 条、1929
年証拠法（南オーストラリア州）34Y 条である。
強制的支配に関する改正

どの州または特別地域においても 2023 年９月の連邦
政府司法長官との「National Principles to Address 
Coercive Control in Family and Domestic 
Violence」（家庭内およびドメスティックバイオレンス
における強制的支配への対策に関する全国的な原則）と
いう共同政策文書に基づいて「強制的支配」という新た
な犯罪を導入する方針を公にしている。すでに立法して
いる州もある。例えば、ニューサウスウェールズ州は
2022 年に、1901 年刑法の新しい 54D 条の制定で導入
している。これは家庭内虐待や、女性が受けうる多様な
身体的、心理的、性的、感情的および経済的虐待に対す
る刑法上の理解を拡大する取り組みの一環である。 正当
防衛とは直接の関係がないものの、この新たな犯罪類型
は DV 被害者の反撃行為を解釈する際に役立つと期待
されている。

（ii） 部分的抗弁
殺人罪に対する一般的な部分的抗弁

第一の部分的抗弁は、一般に殺人罪の抗弁として認め
られているもので、DV 被害者の反撃行為に関する特別
な立法規定はない。

（イ）責任能力の減退
この責任能力の減退（diminished responsibility）

という部分的抗弁が立証された場合、違法な殺人行為の
責任は殺人から過失致死に軽減され、ニューサウスウェ
ールズ州、クイーンズランド州、オーストラリア首都特
別地域および北部特別地域の 4 州または準州で利用で
きる。この部分的抗弁はもともと 19 世紀にスコットラ
ンドで発展したコモンローの一般原則に基づくもので、
重大な犯罪を犯した人の責任は、その人が受けた実質的
な精神障害を考慮して評価されるべきであるというもの
だ。

ニューサウスウェールズ州では 1997 年に、1990 年
刑法 23A 条において「精神異常による実質的障害」と
いう用語が導入された。この条文に基づき、被告人に殺
人の故意があったとしても、以下のことを立証できれば
過失致死罪が成立する。第一に、当該死亡の原因となっ
た行為または不作為の時点で、被告人が事態を理解する
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能力、自らの行為が正しいか否かを判断する能力または
自制する能力が、精神異常によって実質的に損なわれて
いたこと。第二に、その精神異常が、被告人の責任を殺
人罪から傷害致死罪に軽減することを正当化するほど実
質的であったことである。統合失調症、重度のうつ病お
よび知的障がいは、部分的抗弁の要件を満たしうる精神
異常の典型例である。また、被虐待女性症候群も過去に
部分的抗弁として認められている。
被害者の反撃事案における特別な部分的抗弁

以下の第 2 ないし第 4 の部分的抗弁は、DV 被害者
が反撃した事案に対処するため、法改正により特別に定
められた。

（ロ）過剰防衛
1987 年、Zecevic 事件におけるオーストラリア高等

裁判所判決により、コモンローにおける過剰防衛
（excessive self defense）の抗弁は事実上廃止された。
しかし、1990 年代後半から、オーストラリアの 4 州は
DV の文脈で殺人罪に適用される「過剰防衛」の部分的
抗弁規定を再び導入した：

•　1997 年、南オーストラリア州 1935 年刑法統合
法 15 条、15A 条および 15B 条

•　2005 年、ビクトリア州 1958 年刑法 9AH 条
•　2001 年、ニューサウスウェールズ州 1900 年刑

法 421 条
•　2008 年、西オーストラリア州 1913 年刑法典編

纂法 248 条 3 項
ニューサウスウェールズ州を例に、このような部分的

抗弁がどのように機能するかを説明しよう。同州の規定
では、被告人による暴力が当人の状況認識に照らして、
実際には合理的で相応の対応ではなかったが、主観的に
はその行為が自己もしくは他人を防御するため、または
自己もしくは他人の自由の不法な剥奪を防止もしくは停
止するために必要であったと信じていた場合に、殺人罪
が過失致死罪に減軽される。言い換えれば、この部分的
抗弁は、完全な正当防衛の原則の客観的要件が満たされ
ない場合に主張できるということだ。

（ハ）挑発
1982 年にニューサウスウェールズ州では、1900 年

刑法の DV 関連改正が行われ、DV 被害者が反撃した
事案における挑発（provocation）の抗弁が簡略化され、
より利用しやすくなった。この改正により突発性の要件
が削除されて累積的な挑発が認められるようになり、単
発的なきっかけとなる事件の必要性が削除された。 これ
らの改正は、「従来とは異なる」挑発状況下で殺人を犯
した被虐待女性にとって、挑発の抗弁をより活用しやす

くすることを意図したものである。
被虐待女性症候群に関する証拠は、挑発の抗弁だけで

なく、同じく理論化されている正当防衛を主張するため
にもしばしば用いられた（Stubbs & Tolmie、1994
年）。1993 年までには、挑発は抗弁の本筋ではなく、
むしろ予備的な議論として用いられるようになっていた。
しかしながら、他の部分的抗弁と同様、挑発の抗弁にも
リスクがある。それは、DV 被害者が本来であれば主張
可能な正当防衛を主張する機会を逆に奪ってしまう可能
性があることである。

（二）自己保全
クイーンズランド州は、1899 年刑法 304B 条に基づ

き、殺人罪の要件を通常満たすような状況下であっても、
過失致死罪と量刑上同様に扱われるよう、独自に特別な
部 分 的 抗 弁 を 用 意 し て い る。 こ の 自 己 保 全（self-
preservation）という特別な部分的抗弁により、反撃
行為に出た DV 被害者は、クイーンズランド州法では
終身刑が必ず課される殺人罪の成立を回避することがで
きる。これは「虐待的家庭内関係における殺人」の抗弁
として知られ、他の犯罪と組み合わせることもできる。
同条は「深刻な家庭内虐待の被害者が、その行為が正当
防衛のために必要であると信じて加害者を殺害し、その
ように信じたことに合理的な理由がある場合」に適用さ
れる（刑法（家庭内虐待の抗弁および別件）改正法案説
明資料、2009 年、1 項）。

３－２　裁判例からみる現状
（i）　正当防衛

正当防衛の主張が成功した例としては、R v. Falls, 
Coupe, Cummings-Creed & Hoare [2010] （クイー
ンズランド州最高裁判所、 3 月 26 日、未報告）が挙げ
られる。本件では DV 被害者が殺人罪で起訴され、無
罪判決を受けた。被告人は夫に薬物を飲ませた後、夫が
椅子に座って居眠りしていたところを射殺した。被告人
は交際中、激しい肉体的・精神的虐待を受けており、以
前から警察に相談していた。殺害前には夫の暴力がエス
カレートし、子どもを殺害すると脅したり、また事件発
生の数日前には被告人の胸を殴り、咳やくしゃみをする
と痛むほどの障害を与えたりしていた。裁判では、DV
が被害者に与える長期的影響、DV に伴う暴力の連鎖、
被害者が加害者から離れられない理由、虐待関係に存在
する被害者の生命に対する恒常的な脅威の急迫性につい
て、専門家証拠が提出された。

しかし、上記の結果は例外的である。オーストラリア
の複数の研究によると、長引く虐待に耐えかねて殺人を
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犯した DV 被害者にとって、正当防衛の抗弁が望まし
いという共通認識は明確であるものの、一般的に無罪を
勝ち取ることには成功していない。上記事件の直後に発
表された学術的分析によると、オーストラリアで正当防
衛の抗弁が認められた女性たちは、美徳と見なされるよ
うな属性を持っていた。つまり、彼女たちは加害者より
も小柄で、白人で、薬物使用者ではなく、他の恋愛関係
を持たず、犯罪歴がなかった。加えて、彼女たちは長年
にわたって激しい身体的暴力に苦しんでおり、それを警
察に通報していた。彼女たちは積極的に子どもを守り、
加害者との関係を断とうと試み、これまでに反撃に出た
ことはなかった（Douglas、2012 年）。同年に発表さ
れた別の研究では、2000 年から 2010 年までに被虐待
女性が関与したオーストラリアの殺人事件 67 件を分析
したところ、正当防衛を理由に無罪となったのはわずか
11 件（16％）だった。さらに、この 11 件のうち、身
体的危害の脅威が差し迫っていない非対立的な状況で正
当防衛が認められたのはわずか 3 件だった（Sheehy et 
al.、2012 年）。

（ii）　部分的抗弁
（イ）責任能力の減退

パートナーを殺害した罪で収監された十数人の女性を
対象に行われた 1982 年の研究では、実質的障害とも呼
ばれる責任能力の減退に基づく部分的抗弁に広く依存し
ていることが判明した（Bacon ＆ Lansdowne、1982
年）。しかし、後にニューサウスウェールズ州で 1985
年から 2000 年にかけてパートナー殺人の罪で有罪判決
を受けた男性 72 人、女性 32 人を対象に調査したとこ
ろ、異なる傾向が判明した。男性 31 人および女性 29
人が過失致死罪に減刑されたが、このうち 5 分の 2 の
男性は責任能力の減退を主張して減刑され、女性で同様
の部分的抗弁を利用したのは 2 人だけで、どちらも
DV 被害者ではなかったのだ（Bradfield、2001 年）。

それにも関わらず、被告人が配偶者を殺害した R v 
Ney（クイーンズランド州最高裁判所、 2011 年 3 月 8
日、未報告）において、弁護人は冒頭で、被告人が配偶
者によって屈辱的な暴力と虐待を受けてきたと語った。
加えて事件当日の夜も、配偶者は被告人に暴行を加えた
と述べた。2 つの専門家報告書により、被告人の一連の
暴力的な人間関係で受けた複数のトラウマに基づく慢性
PTSD およびアルコールおよび薬物乱用が明らかにさ
れた。責任能力の減退（クイーンズランド州刑法第
304A 条）に基づく過失致死罪成立の主張が受理された。
彼女は懲役 9 年の判決を受けた。

この責任能力の減退という部分的抗弁は、英国や北米
であらゆる犯罪で起訴された女性によって歴史的に多用
されてきたが、これは女性が正当防衛や挑発の抗弁を主
張することが困難だったためだと考えられる。これとは
対照的に、女性が心神喪失または耗弱状態にあったと裁
判官や陪審員に判断させることは比較的容易であった。
最近では、女性がこのような自己評価を示すことは少な
くなっており、裁判官や陪審員もそのような主張に同意
しにくくなっている可能性がある（Bradfield、2001
年；Leader-Elliot、1993 年）。

（ロ）過剰防衛
ニューサウスウェールズ州における過剰防衛に関する

代 表 的 な 裁 判 で あ る Silva v The Queen [2016] 
NSWCCA 284 では、DV 被害者が加害者であった元
パートナーを刺殺した行為について、過剰防衛による過
失致死罪で起訴された。裁判では、被告人の行為は「当
人が認識していた状況に対して合理的な対応ではなかっ
た」と判断された。しかし、事件前に元パートナーは電
話で被告人に対し「威嚇的な怒り」を示していた。被告
人はその影響も受けて、「急迫性があり、生命を脅かす
逃れられない攻撃」があると認識したと控訴審は判断し
た。マッカラム裁判長は、「本件の証拠に記載されてい
る状況は、一般に女性が殺害されうる状況である」と結
論づけた。

（ハ）挑発
挑 発 の 部 分 的 抗 弁 は、 理 論 的 に は「 理 性 的 」

（rational）な抗弁である。つまり、本来は同じような
状況に置かれた場合、通常人ならばどのように反応する
かという評価に基づくものである。しかし、オーストラ
リアの判例では病的なものとみなされ、被虐待女性症候
群と混同されている。DV 被害者による当該抗弁の利用
は、時代とともに減少している。

南オーストラリア州の判例である Greene （1989 年、
154-156 項）は、コモンローにおける典型的なケース
に当たる。The Queen v R（1981）28 SASR 321 で
は、就寝中の配偶者を殺害した行為について、被告人は
挑発の抗弁を主張した。DV 被害者たる被告人と加害者
たる配偶者との婚姻関係は 27 年に及び、5 人の娘がい
た。配偶者は残酷なほど支配的で、他人を自らのコント
ロール下に置きたがった。彼は娘たち全員と近親相姦を
しており、それを苦にして上の娘 2 人はしばらく前に
家を出ていた。しかし、被告人は事件前日まで配偶者に
よる近親相姦の事実を知らなかった。残りの娘 2 人が
家を出ると決めたことで家庭の緊張は高まり、彼は 2
人を暴力的に家から追い出すなどした。そして翌日、配
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偶者は「もし実際に家を出ることとなれば殺害する」旨
の脅迫を行った。このような緊張が数日続いた後、1 人
の娘が被告人に長年の近親相姦の事実を打ち明けた。こ
の娘が最初に性的干渉を受けたのは 6 歳の時で、性交
が始まったのは 10 歳の時だった。その娘はまた、彼が
ナイフで負わせた傷を被告人に見せ、最近の強引な性的
干渉行為について語った。これらすべては事件前日の朝
の出来事である。事件当日の早朝、配偶者は被告人に対
して娘たちとの不和は解決し、「幸せな大家族になる」
と宥和的な態度を示した。夫は近々被告人を英国に連れ
て行くと約束し、また 2 度目の新婚旅行についても言
及した。この直後、被告人は寝ている彼を斧で襲って殺
害した。

南オーストラリア州最高裁判所は、被告人による挑発
あるいはその他の抗弁は認められないと判示した。そし
て、被告人は殺人罪で終身刑の有罪判決を受けた。この
判決を受けて世間は大騒ぎになった。控訴審で、南オー
ストラリア州最高裁判所は 4 人の裁判官からなる法廷
を開き、陪審は配偶者による挑発行為の有無について指
示すべきだったとして有罪判決を破棄し、再審を命じた。
同裁判所はやや非現実的ではあるが、殺害数日前の家庭
の緊張や、配偶者の近親相姦に関する殺害前日の告白は、
挑発というには時間的に隔たりがあるので挑発行為とし
て認められないが、彼の挑発行為を評価する上で「背景
の一部として」関連しうると判示した。しかし、配偶者
が殺害される直前に示していた表向きの愛情表現は、法
律上の挑発行為に相当すると認めた。配偶者のかかる挑
発行為から殺害までは最大 25 分と時間に開きがあった。
しかし、その間に被告人に対する挑発は収まるどころか
エスカレートしていたとして、裁判所は時間的隔たりが
問題とならないと判断した。

R v Spencer 事件（ニューサウスウェールズ州最高
裁判所、1992 年 12 月 18 日、未報告）では、DV 被
害者たる被告人が配偶者の挑発行為（長期間にわたる侮
辱と身体的暴力）が原因で彼を殺害したとして、検察側
の同意も踏まえ、殺人罪ではなく過失致死罪で有罪判決
が下された。しかし、判決では、被告人の極度のストレ
ス反応について、被告人の情緒的脆弱性と傷つきやすい
性格に焦点が当てられた。裁判官は、「被告人の精神状
態の脆弱性」に関する証拠は、責任能力の減退の可能性、
すなわち「法的な意味での抗弁が ... 存在するかどうか」
という問いを提起するため関連性があると考えた。被告
人の（異常な）精神状態に関して頻繁に言及があり、被
虐待女性症候群の議論を聞くことで、裁判官の中で責任
能力の減退と合理的な挑発の部分的抗弁の混同が生じて

いたと考えられる。
このアプローチは被虐待女性であるというアイデンテ

ィティや地位を要件化する傾向を示し、あたかもそれ自
体が殺人を犯した女性が無罪判決を受ける資格となるよ
うであり、強い批判が集まった（Stubbs & Tolmie、
1998 年）。また、挑発の部分的抗弁は、性的な誘いを
かけてきた同性愛の男性を異性愛者の男性が殺害するこ
とを正当化するために使われることも多く、「ゲイ・パ
ニック」の抗弁として知られていた（Roth & Blayden、
2013 年）。そのため、挑発の部分的抗弁を廃止すべき
との声も挙がった。

それにも関わらず、後に南オーストラリア州で起きた
DPP v Narayan [2011] SASCFC 61 事件では、以下
のように判断された。本件は、配偶者から虐待を受けて
いた被告人が彼の不倫関係を知り、彼に火をつけて殺害
した事件である。殺人罪で起訴された裁判で被告人は、
配偶者が自分から離れていかないように、彼の性器に
点々と火をつけて聖なる炎で「清め」たかっただけだっ
たが、彼が自分を「デブのビッチ」と呼んだので感情を
コントロールできなくなったと主張した。陪審は殺人罪
ではなく、挑発行為を理由に過失致死罪で有罪と判示し
た。何十年にもわたる肉体的および精神的虐待を受けて
いたにも関わらず、被告人は正当防衛を主張せず、挑発
行為が認められなければ殺人罪で有罪判決を受けていた
かもしれない。

現在ではニューサウスウェールズ州、クイーンズラン
ド州、北部特別地域およびオーストラリア首都特別地域
の 4 地域で伝統的な挑発の抗弁が廃止された。しかし、
幾つかの州では狭められた限定的なバージョンが残って
いる。例えば、ニューサウスウェールズ州では、2014
年の改正で、従来の挑発の抗弁が「極度の挑発」という
新しい抗弁に置き換えられた（1900 年刑法 23 条）。 ま
た、DV 被害者の主観的な精神状態を評価するのではな
く、「通常人」の認識に基づくことが再確認され、加害
者の不貞行為や関係からの離脱意思だけでは不十分とさ
れた。　

（二）自己保全
あるクイーンズランド州の事件では、自己保全のため

に殺人を犯した DV 被害者に対する特別の部分的抗弁
が適用された。本件では、長期間にわたって DV を受
けていた被告人が、当該規定による過失致死罪への自動
的な減刑を主張した。被告人は事件直前にも、のどをつ
かまれ、地面を引きずりまわされた上、放尿されるなど
の身体的暴行を受けていた（R v. Sweeney、クイーン
ズランド州最高裁判所、2015 年 3 月 3 日、未報告）。
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この攻撃の後、被告人は身を守るためにナイフをつかみ、
自らが死ぬか重傷を負う危険性があると確信してパート
ナーを刺した。被告人はこの部分的抗弁に基づいて過失
致死罪を認めたことで禁固 7 年を言い渡され、その 3
分の 1 を服役した後に仮釈放の資格を得た。裁判官は、
被告人の行為が虐待関係に内在した恐怖と自己保全から
出たものであったことを認めたが、他の司法管轄区であ
れば、正当防衛を根拠に完全無罪判決を勝ち取りえたで
あろう。

４　日本でもＤＶ被害者の反撃を議論する必要性

日本で最も有名な DV 被害者による反撃は、おそら
く尊属殺重罰規定違憲判決（最判昭 48.4.4 刑集第 27
巻 3 号 265 頁）であろう。実父から苛烈 DV を受けて
いた被害者が酩酊就寝中の実父を絞殺した事案で、当時
の最高裁はＤＶ被害者である被告人に心神耗弱を認めた
うえで、「被告人は少女のころに実父から破倫の行為を
受け、以後本件にいたるまで 10 余年間これと夫婦同様
の生活を強いられ、その間数人の子までできるという悲
惨な境遇にあった」ことや「本件発生の直前、たまたま
正常な結婚の機会にめぐりあったのに、実父がこれを嫌
い、あくまでも被告人を自己の支配下に置き醜行を継続
しようとしたのが本件の縁由であること、このため実父
から旬日余にわたって脅迫虐待を受け、懊悩煩悶の極に
あったところ、いわれのない実父の暴言に触発され、忌
まわしい境遇から逃れようとしてついに本件にいたった
こと」等を考慮し、殺人罪を適用して懲役２年６月執行
猶予３年の判決を自判した。今から 50 年以上も前に
DV 被害者による反撃が最高裁の違憲判決という重大な
結果を導いたにも関わらず、その後の日本において DV
被害者の反撃に関する法的な議論はほとんど見当たらな
い。

筆者らが裁判例を収集・検討した結果、日本では DV
被害者の反撃（ないし他者加害）事案で正当防衛等が認
められることは非常にまれであることが分かった。DV
被害者の反撃は現にＤＶを受けているその時点で行われ
るものが少なく、DV が落ち着いている状態（例えば加
害者が就寝している時など）に行われることが多い。こ
のような DV 被害者の反撃が持つ特徴が、現状では裁
判上 DV 被害者に不利な結果をもたらしているものと
考える。

責任能力については、PTSD やうつ等の精神疾患が
認められる事案では精神科医師による鑑定が実施され、
DV 被害者の責任能力が否定ないし限定されうる。他方

で、DV 被害者が陥る心理的視野狭窄やパートナー・ア
ビュースによる特有の心理状態については、責任能力の
有無に影響がないものと扱われ完全責任能力が認められ
てしまう。また期待可能性についても DV 被害者が反
撃以外に適切な手段を取りえない状況に追い込まれてい
ることは一定程度考慮されうるが、期待可能性が否定さ
れることはない。いずれにおいても DV 被害者特有の
心理状態が裁判上は十分な理解が得られ難い現状がある
と言えよう。

さらに、犯情として考慮される場合には判決結果に大
きな影響を与えないため、DV 被害者が過去に加害者か
ら受けてきた DV 被害の内容に比して判決で科される
量刑が重すぎるのではないかという不公平感が残りうる。
すなわち、特別な法制度や判例理論のない日本では、
DV 被害者の反撃が裁判でどのように扱われ結果にどう
影響を与えるのかを統一的に理解すること自体が難しい
というのが現状である。

DV 被害者の反撃が持つ特徴やＤＶ被害者が陥ってい
る心理状態等について、日本の司法においても正しい理
解と問題点の整理が必要であり、海外の例を踏まえて国
内でも十分に議論すべき重要なテーマであると考える。

第５　まとめ　

2015 年にオーストラリアにおいて DV に関する言説
が大きく変化したことに言及しなければ、本稿を締めく
くることはできない。すなわち、ロージー・バティ氏が
2015 年の「オーストラリアン・オブ・ザ・イヤー」に
選ばれ、DV 問題が全国的な議題となったことである。
彼女は一人っ子の息子であったルークくん（当時 11
歳）が殺害された事件をきっかけとして、全ての DV
被害者のために貫禄のあるかつ明確な主張を展開するよ
うになり、オーストラリア全土に衝撃を与えた。精神不
安定になっていた父と息子ルークの面会は裁判所の命令
により制限されていたものの、禁止までは認められず、
面会交流の一貫としてルークは父親と一緒にクリケット
の練習に参加していた。その結果、悲劇的にも彼は
2014 年初め、練習から彼を連れ帰るために近くに立っ
て待っていた母親の目の前で、父親に殺害された。事件
発生から数時間のうちに、バティ氏は並外れた落ち着き
と勇気をもって威厳ある声明を発表した 11。

それ以来 10 年間、DV の撲滅および被害者の回復支
援のため、社会全体で数多くの政策や法的イニシアティ
ブが続けられてきた。そして、先述のバティ氏による

「DV は暴力ではなく、むしろテロの一形態と考えるべ



16 17

治療的司法ジャーナル第８号（2025 年 3月）

ローソン・キャロル　長谷川堅司　菅原直美：論説

きだ」との提言に至った。学界、法曹界および市民団体
は、場合によっては政府の助成金を受けて、DV 問題に
対する実証的理解の深化に乗り出してきた。例えば、
2018 年および 2024 年にオーストラリアで実施された
調査では、18 歳から 45 歳の男性が、男らしさに関す
る 19 の厳格で時代錯誤的な「ルール」（併せて「ザ・
マン・ボックス」として知られる）に同意するほど、パ
ートナーに対して暴力を振るう可能性が高いことが分か
っている（Jesuit Social Services、2024 年）。 

また、労働経済学や行動経済学の観点から、DV が女
性に与える経済的な影響ひいては税収についても研究が
進められてきた。2022 年の研究では、オーストラリア
の女性がパートナーと別れる場合、17％～ 45％の収入
減を被るが、彼女が DV 被害者である場合、生活保護
費を調整した後でもその収入減は平均で 31％～ 73％と
はるかに大きくなることが明らかになった（Chapman 
& Taylor、2022 年）。次の年 2023 年には、男性パー
トナーより収入の多いオーストラリアの女性がパートナ
ーから受ける身体的暴力は 33％、精神的虐待は 20％増
加することが、画期的な研究によって明らかになった。
この傾向は年齢、収入、教育および出身国によって異な
るところはなかった。また、オーストラリア人女性は、
男性パートナーを収入において上回ることで関係が悪化
することを認識しており、自分の収入がパートナーの収
入を上回らないように調整し、自らの可能性を抑制して
いるようであることがわかった。これは国際的な他の研
究が示す結果とも一致している（Zhang & Breunig、
2023 年）。

おそらく最も重要なことは、インティメート・テロリ
ズムを防止し、その被害を軽減し、DV 被害者の福祉を
回復するために、私たちが社会としてできることは多く
あるということだ。オーストラリアでは州レベルの試み
もあれば全国的に導入しているものもある。

まずは 1980 年代に米国で初めて設立された DV 専
門裁判所である（Eley、2005 年）。現在ではオースト
ラリアのいくつかの州を含む英国慣習法圏で一般的にな
っている（ALRC、2010 年）。例えば、クイーンズラ
ンド州では、2015 年から 2017 年にかけて試験的に
DV 専門裁判所を 1 つ設置し、現在では合計 5 つの専
門裁判所がある。また、ビクトリア州では現在 13 の
DV 専門裁判所が運営されている。ニューサウスウェー
ルズ州は 2023 年、一部の裁判所に DV 専用リストを
設置するという、試験的なプログラムを開始した

（Baker、2024 年）。
DV 専門裁判所は、薬物専門裁判所と同様に、トラウ

マに配慮し、治療的で修復的な原則に従って運営され、
より専門的でありながら、よりインフォーマル、簡素か
つ迅速な事件解決を目指すものであり、また、機関同士
の包括的な協力と創造的なサービスを促進する（ALRC、
2010 年）。これは、裁判所の業務に従事する法律家、
事務職員および被害者支援ワーカーなどの全員が、DV
被害者のニーズを尊重し、忍耐強く、きめ細かな対応を
するように訓練されているからである（Baker、2024
年）。DV 専門裁判所は、刑事訴追、民事請求および家
族法申請など、強制的な支配や虐待によって傷つけられ
た関係から生じる様々な法的手続きを全て扱うことが多
い。クイーンズランド州での試験的取り組みについて、
200 ページに及ぶ最終報告書によると、専門裁判所で
審理を受けた DV 被害者は、管轄裁判所で審理された
DV 被害者よりも、その経験に満足し、手続き上の正義
がなされたと感じる傾向が高く、法制度に信頼を寄せて
いることがわかった（Bond et al.、2017 年）。

次は IT 関係の試みである。2024 年 10 月以降、ニ
ューサウスウェールズ州では、保釈が認められた重大な
家庭内暴力犯罪の被告人は、GPS 技術を使って継続的
に電子監視されることになった（NSW Department 
of Communities and Justice、2024 年；Boiteux 
and Teperski、2023 年）。タスマニア州では、家庭内
暴力がエスカレートする危険性の高い個人に対して出さ
れた保護命令（家庭内暴力命令）を執行するために、電
子監視（EM）を利用している。またタスマニア州の既
に存在していた制度に基づいて、珍しいメカニズムがあ
る。加害者の電子監視のみならず、被害者は、加害者と
の距離を保つのに役立つ個人用安全装置を携帯する形で
の強化した電子監視を選択することもできる（Premier 
of Tasmania、2024 年；Winter et al.、2021 年）。

最後に注目したいのは、政府と産業界の双方が全国の
労働者の福祉に責任を負う旨を制度化した司法改革であ
る。州ごとに DV 被害者はすでに犯罪被害者として緊
急支援パッケージの用意があったが 12、2021 年 12 月、
オーストラリア連邦労働裁判所の役割を担うフェアワー
ク委員会大法廷のレビューにおいて、従業員は DV の
影響に対処するために毎年 10 日間の専用有給休暇を取
得する権利を制定すべきであると示された 13。その結果、
2022 年後半に 2009 年連邦政府のフェアワーク法が改
正され、2023 年 3 月より DV 休暇が制定された。現在、
オーストラリアでは、DV は社会全体に起因する問題で
あり、一方で GDP の 2％減が推定されるなど、社会全
体に悪影響をもたらすとの理解が広まっている（Puri、 
2016 年）。 従って、雇用主を含む社会全体が DV の防
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止と被害軽減に取り組むべきことは議論の余地がない。
2024 年 4 月、オーストラリア政府は、DV によって

命を絶たれる女性と子どもの増加を国家的危機と位置づ
け、予防の観点から有効な措置を迅速に見直すよう命じ
た（Rapid Review Expert Panel、2024 年 ）。2023
年には 58 人の女性が家庭内殺人の犠牲となり、2022
年 の 35 人、2021 年 の 33 人 か ら 増 加 し た。 ま た、
2000 年から 2022 年にかけて、DV を受けていた 96
人の子どもが親によって殺害されるに至っている。この
ような事件の急増は、1989-1990 年以降、パートナー
による殺人が全体として 57％減少していたことに鑑み
て、特に憂慮すべき危機的な展開であることが明らかに
な っ た（Rapid Review Expert Panel、2024 年、
31-32 項）14。

終わりに

この分野における日本の法改正の軌跡はもちろん経路
依存性を有する。ゆえに、オーストラリアでの事例を模
倣する必要はないし、模倣すべきではない。しかしなが
ら、このような悪質な問題に対しても社会を挙げての取
り組みが有用であることを、オーストラリアにおける最
近の動向は示している。

簡単に要約すると、オーストラリアでは、DV 被害者
の反撃行為に刑事法上の抗弁を適応させる作業などのＤ
Ｖ被害者を具体的に保護する上記のそれぞれのイニシア
ティブが、現在進行形で進められていて、ＤＶの背景に
ある「強制的支配」自体を犯罪化する試みも進んでいる。
しかし、これらの対策は日本ではまだ始まっていない。

確かに、人類の長い歴史に照らせば、そのタイミング
の差異はわずかなものであろう。いずれの法域において
も、DV を適切に罰するための最適解は、まだ見つかっ
ていないというのも事実である。そして、日本およびオ
ーストラリアの両国において、何世紀にもわたって DV
は些細で私的なこととして扱われてきた。このような認
識は今でも根強く残っていて、この目に見えない抵抗を
乗り越えることは決して簡単なことではない。しかし、
他のテロ行為と比べてもインティメート・テロが私たち
の社会に広く蔓延していること、その被害が経済活動を
含む広範囲に及んでいること、コロナ禍を経て両国で
DV 事案が急増したこと、そして 2026 年からの共同親
権改革が日本の DV 被害者に与える憂慮すべき影響を
考えると、さらなる考察は喫緊の課題であろう。
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注釈
1	  本稿においてドメスティック・バイオレンスとは、家庭

内で行われる脅迫的および虐待的行動であって、幅広い形
態の暴力を意味する。女性に対する身体的暴力がその例で
あるが、それのみならず心理的、性的、経済的、技術的、
宗教的および生殖的な暴力や脅迫、虐待を含む。また、被
害者の年齢や性別、加害者との関係性を問わない。 

２	ミネソタ州ダルースで開発された「強制的支配」のモデル
「Power and Control Wheel」は、支配的で操作的な行
動を 8 つのタイプに分けて描いている。参照　www.
theduluthmodel.org/wheels/. 日本語での説明について
は全国女性シェルターネット https://nwsnet.or.jp/dv-
toha/2-control を参照。

 ３	 2024 年 9 月、連邦議会と州議会の著名な女性政治家 3
人が、エルシーシェルターが開設から 50 年を迎えたこと
を記念して、ニューサウスウェールズ州の遺産登録に加わ
ったことを発表した https://minister.dcceew.gov.au/
plibersek/media-releases/joint-media-release-
australias-first-womens-refuge-listed-nsw-state-
heritage-register を参照。

 ４	 これは、1993 年に予備的に発表され、1995 年に発表さ
れた、708 人の女性が参加した日本における DV 被害の
発生率とその性質に関する前例のない実証的研究に続くも
のである。この調査は、名古屋地方裁判所で DV 被害者
が殺人罪で起訴された裁判の証拠として提出するために、
弁護士によって実施された。被告人は、虐待する夫への過
剰防衛で有罪判決を受けたが、実刑を受けずに釈放された
ことで有名である（Tsunoda、1995 年）。英語では、吉
山美恵子による 2002 年 a および 2002 年 b の著作や、
日本におけるフェミニストの主張がどのように時間をかけ
て「市民主導の立法」につながったかについて、鎌田の洞
察に富んだ 2018 年のレビューも参照のこと。

５	  日本では 1985 年男女雇用機会均等法（1972 年制定の
法律の改正版）の 1998 年の改正で、セクシュアル・ハラ
スメントを防止する義務が雇用主に課せられ、1999 年に
は「男女共同参画社会基本法」が制定され、1996 年 7 月
に制定された「男女共同参画ビジョン」に基づき、女性に
対する暴力の防止が明記された。さらに 2000 年にはスト
ーカー防止法が制定された。しかし、これらの立法措置は
すべて、女性に対する暴力規制を主として自主的調整に依
存していた。

６	  パートナー殺人ダッシュボードは以下のサイトを参照の
こと：

	 www.aic.gov.au/statistics/homicide-in-australia の 公
式データには、加害者が起訴された、あるいは状況が異な
っていれば起訴されていたであろう「明確な」殺人のみが
含まれていることに注意されたい。しかし、2021 年以降、
オーストラリアにおけるパートナーによる殺人の割合が急
上昇していることは、非公式統計と一致している。

 ７	 この画期的改正は令和６年５月１７日に設立された民法
等の一部を改正する法律（令和６年法律第３３号）により
導入された。同法は同月２４日に公布された。公布から２
年 以 内 に 施 行 予 定 で あ る。www.moj.go.jp/MINJI/
minji07_00357.html を参照。

 8	  オーストラリアは 1980 年ハーグ条約（国際的な子の奪
取の民事上の側面に関する条約）を 1986 年に署名および
批准している。

 9	オーストラリアには 6 つの州と 2 つの準州があり、8 つの
一般刑法管轄区域がある。連邦政府は 1901 年オーストラ
リア憲法 51 条に列挙されている権限を有し、州は同条に
列挙されていない一切の権限を有する。犯罪一般は 51 条
に記載されていない。2009 年、刑事司法の調和を促進す
るため、合意に基づくモデル刑法（全国統一法）が発表さ
れた。各州は、状況に合わせて当該法典のどの部分を採用
するか裁量を有する。一方で大陸法圏に見られるように、
刑法を完全に成文化することを選択した州もある。ニュー
サウスウェールズ州とビクトリア州は、刑事司法に対する
歴史的なコモンロー・アプローチを維持しているが、クイ
ーンズランド州は、モデル刑法典を拒否する一方で、刑法
を完全に成文化することを選択した。

10	2010 年オーストラリア首都特別地域オーストラリアン・
オブ・ザ・イヤー

	 https://scholar.google.com/citations?view_op=list_
works&hl=en&hl=en&user=pQc1QjAAAAAJ を参照。

11	Rosie Batty AO、Family Violence Campaigner、
2015 Australian of the Year’ 

	 https://australianoftheyear.org.au/recipients/rosie-
batty-ao を参照。

12	ニューサウスウェールズ州政府の被害者支援スキームでは、
DV 被害者を対象に、一回限りの緊急支援パッケージを提
供している。5000 豪ドル（約 50 万円）は、被害者が

「DV 行為の直接的な結果として身体的または精神的な傷
害を負った」場合、「直接的な結果として緊急転居および
／または（自宅の）防犯対策」の必要がある場合に発生す
る実際的な費用をカバーする（NSW 被害者支援スキーム、
2024 年）。暴力犯罪や現代奴隷制の被害者は、州が提供
するカウンセリング・サービス、特殊清掃費用、葬儀費用、
経済的損失に対する補償、場合によってはその苦しみに対
する「認定給付金」を受ける資格もある。被害者権利委員
会は、被害者の請求に関連する犯罪で有罪判決を受けた犯
罪者に対し、返還命令を通じて、被害者に支払われた金額
の回収を求める。一般的には、2013 年犯罪被害者支援法

（NSW）を参照。 
13	フェアワーク委員会は、管理（すなわち紛争解決）と政策

決定の両方の役割を担っている。想定される影響には、安
全な住居の確保、警察、カウンセリング、医療、金融、法
律サービスの利用、または裁判所への出廷が含まれる。
10 日間の休暇は採用後直ちに付与され、一定期間の勤務
ごとに更新される。未使用の日数を次期に繰り越すことは
できない。この休暇は 2025 年初頭からオーストラリアの
全従業員に付与される予定である。以前は 5 日間の無給
DV 休暇が与えられていた。

14	 パネルは、上院法務・憲法常任委員会はもちろんのこと、
刑事司法機関やデータ機関、DV 被害者への最前線のサー
ビス提供者、テクノロジーや金融分野の安全に関わる組織、
幅広い分野の学識経験者、DV 被害者で構成された諮問グ
ループ、先住民、地域、障害者、LGBTQIA グループ、
移民・難民、子ども全般、男性・少年を支援する市民社会

全国女性シェルターネット、「２．様々な「暴力」の形。支
配とコントロール」発行年不明
https://nwsnet.or.jp/dv-toha/2-control

http://www.theduluthmodel.org/wheels/
http://www.theduluthmodel.org/wheels/
https://nwsnet.or.jp/dv-toha/2-control
https://nwsnet.or.jp/dv-toha/2-control
https://minister.dcceew.gov.au/plibersek/media-releases/joint-media-release-australias-first-womens-refuge-listed-nsw-state-heritage-register
https://minister.dcceew.gov.au/plibersek/media-releases/joint-media-release-australias-first-womens-refuge-listed-nsw-state-heritage-register
https://minister.dcceew.gov.au/plibersek/media-releases/joint-media-release-australias-first-womens-refuge-listed-nsw-state-heritage-register
https://minister.dcceew.gov.au/plibersek/media-releases/joint-media-release-australias-first-womens-refuge-listed-nsw-state-heritage-register
http://www.aic.gov.au/statistics/homicide-in-australia
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00357.html
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00357.html
https://scholar.google.com/citations?view_op=list_works&hl=en&hl=en&user=pQc1QjAAAAAJ
https://scholar.google.com/citations?view_op=list_works&hl=en&hl=en&user=pQc1QjAAAAAJ
https://australianoftheyear.org.au/recipients/rosie-batty-ao
https://australianoftheyear.org.au/recipients/rosie-batty-ao
https://nwsnet.or.jp/dv-toha/2-control
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グループとともに取り組んだ。2024 年 8 月に出されたパ
ネルの勧告は、4 つのクラスターに分類されている： 人

（女性差別的な態度に抵抗し、克服するために、子どもた
ち、男性、女性を説得すること）、暴力を行使する男性と
被害者女性の両者への対応（警察、ソーシャルワーカー、
法律扶助、女性専門シェルター、男性の行動変容プログラ
ムおよび医療施設など、幅広い対応機関のための資金、人
員、訓練、技術および省庁間のデータ共有と緊密な連携を
改善すること）、制度（DV 被害者に対する強制的支配に
利用されうる、子どもの親権や養育費制度を含む家族法、
銀行、保険、金融サービス、オンラインツールや技術など、
政府や法制度の抜け穴をなくす）、産業（アルコール、ギ
ャンブル、性産業など、DV 被害を悪化させる産業に的を
絞った規制）、エビデンスに基づく政策（殺人および自殺
の両方を含む DV 犯罪と被害に関する理解深化を目的と
して、2022 年に設立された家庭内・家族内・性的暴力委
員会の機能と権限の強化：www.dfsvc.gov.au/ を参照。）

（Report  of  the Rapid Review of  Prevent ion 
Approaches、2024 年）

http://www.dfsvc.gov.au/

